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生産を伴う経済下での公正配分の存在に関する考察

北原真木

l.序

以前の拙稿1で，純粋交換経済下に於ける公正記分の存在可能性を検討した.本稿では，生産

を伴う経済 Flこ於ける公正配分の存在可能性を考究することとする.
生産を伴う経済下に於ける公正配分の存在可能性に就いて考察した先駆的にして典裂な文

献としては.Varian2が挙げられるここでは，Varian論文の一部を辿ることで，Varianモデ

ルに拠って当該の問題を考究することの問題点を指摘することとする.

Varianの掲げた2個人・ 2財モデル数値例3を修正して使用することとする

~(q" "，) = q， (35 -"')， 
u，(q" n，) = q， (25 -n，)， 

q，十q2=znI十旬2・

ここで，q;{i=I，2)は第2個人の消費する財の数量を，nJi = 1，2)は第包鱈人の労働時間を表

記する.上記3番目の式は社会的生産関数を表す.

バレート効率的な生産と消費とが実現する効率性条件は，すべての個人の限界代替率が等

しく，それらが社会的生産関数の限界的変形率に等しいことである.

すると，

個人 lの限界代替率(marginalrate of substitution; MRS) 

a~ 
aq， 35-"， 

=MRS， =長..!L=ニιーユ，
.竺?主 ー引

a"， 

1 r公正配分の存在に関する考察JinW九州共立大学経済学部紀要~，第116号.

2 V arian(19 7 4)， 

3 Varian(1974)，PP.71-72 
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空笠
月n フベー"個人2の限界代替率 =MR8、=....'12 =一一---..:.:L

動 竺空"- -q， 
dn， 

社会的生産関数の限界変形率(marginalrate of h'ansformation; MRT) 

=MRT=一生"-=-1
dql 

から

1ベ-n ヲ5-n，
-一一一よ一一一一よ一一1
% -q， 

この結果と

山 2十t十円
とから，配分例((25，10)，(1，24))が求まるこの配分例は，社会的生産関数を充足している.

さて，この配分例において

~(%，nl) = 25x(35 -10) = 25'， 
匂1(q"η，) = lx(35-24) = 11， 

包，(q"n，) = lx(25-24) = 1， 

旬， (ql'~)= 25x(25-1O) = 375 

であるから，個人1が個人2を羨望することはないが，個人2は個人1を羨望する.

当該数値例は，生産を伴う経済に於けるバレート最適性の存在を示すが r羨望する(envy)J

という乙との定義からして.無羨望性の要件を充足していないが故に，定義からして公正配分

の存在を示すものではない.この公正配分の存在を不可能にするのは，当該モデルの場合，生

産性の個人間差に起因すると考えられる.

筆者が問題としたいのは，当該モデルの在り方である，当該モデルでは，効用関数の独立変

数として消費財数量と労働時間とを措定している.労働時間によって生産活動の存在と当該

個人の生産活動への参加とを示唆してはいるが，生産を伴う経済下での公正配分の存在可能

性を云々するには当該モデルは不十分であると云わざるを得ない生産活動が行われている

以上，資本と労働とを独立変数とする生産関数の明示的提示，経済成長の観念，各種主体が提

供する生産要素に対する報酬の生産価額に占める割合およびその変動の観念がなければなら

ない，と筆者は考える.

そ乙で，本稿において筆者は，当該の生産関数を明示した上で時間的観念を導入して，公正

配分の存在可能性について検討する乙ととする.
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H モデルと分析

ここでは，生産を伴う完全競争経済において羨望なき配分が存在することが不可能である

ことを示すことを目標として，経済成長の過程において所得格差が拡大する趨勢があること

を，短期分析の枠内で示すこととする.

そこで，当該問題を考究するのに援用することが適当であると筆者が判断した宇沢論文4に

おける技法に依拠しつつ考察を展開する

lI.l必要最低所得

2財経済における典型的個人i=1，2，...，Nの効用関数を

U' =U'(X"X，) 

と表記する.ここで.Xj(j = 1 ， 2) は，第 j 財の消費量を表記し • U'は典型的伺人

i=1，2，…，Nの効用水準および効用関数を表記し，当該効用関数は，偏微分可能であるとする
市民の基本的権利として，すべての個人によって享受されねばならない最低限の効用水準

Uminが社会的合意に基づいて設定されているものとする.

市場価格体系が (P'，P，)であるとき，当該の最低限の効用水準 Uminを実現するためにどの

位の所得がなければならないかを示すのが，必要最低所得(nece回目yminimtml imcome:nmi) 

Y凹 2である.すなわち，

"" Ynmi=凶n{Y=弓x，+P，X，;U(X"X，)=U，凹}
と定義される.

ここで• Um" = U(X"X，)を充足するような組み合わせ (XI'X，)を(X，o，xg)と表記する
と，

y"凹 =F1X，O + p'xg 

が成り立っ

さて，必要最低所得水準における第 1財に対する相対支出性向をl1minと表記すると，

p'x，O 

Gnmiニ五7
と表される，

同様にして，最低所得水準における第1財に対する相対支出性向をら=.と表記し，

P.X~ 
C、…=ーι-
a山阿 Y，凹

とおく

ここで， Gnmi > O，C2皿 i> O'Gnmi +C2nmi = 1である.

4宇沢(2003). 
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Y回 =F;X，' + p'x~ において YnmiJ九弓， XIO ， X~ を時間 t の関数と看倣して t について全
微分し，変形整理する，

d L， "n  dP. _ dX，' "n  dP， _ dX~ 
1・ー」旦=x，U，ーよ+P.. 一一土十 X~ 一一土+p， 回一:::..:L.i.e.. 
dt 'dt 'dt "dt "dt" 

Y =; =X，' P，+F; x，'+x~ p，十P，X，.

dY._， dP. dP， .:n dX，' 
ここで Ynmi=ー-nml.pt=ー:...!..P2=ー:.:l..‘X，U=一一L

f'." dt ' 阿 dt' 開'dt"p"'dt

上式の両辺をY山手Oで割る

Y=; 1 
一一=ー(X~ P，+F; X~)+ー(X~ p，十P， X~)
Y凹 Y剛

p'x，'.P. x，' . P，X~ ，p， X。
=よムド+ーム)+ム-L(-4+-L)，i.e.，
Ynmi 行 X1

U
f 1':岨 p， X~ 

^ ^ 八 八八 八八 八八

Y =; = c;=;(P， + X，') +ら岨;(P，+X~) = (C;，m; p，十今回p，)+(C;凹 X，'+ C"m; X~). 

主
幻
=
凶

A

別内
，幻一幻
=
阿

八ぷ
P
斗
P
勺

=
凶

〈

P
勺

e
p斗
P
勺

一一阿

A
P勺でるれら得カ

さて，最低効用水準が短期においては不変であるとすると，

dU .:n dU .:n 
.:::..:::.-X 十一一一X~=o
dX， ' dX，ι 
。U ^ dU のの

一一:-"，0，一一"，0でとしてよいから，x，'=X~ =0で，
dX， 'dX， --" であるここで，

yO ^ yO 八

二ι=x，'=o‘ニL=X，=0 
Xυι . X， 

2 

となる，さて，

ヘヘP.X.O ~~fl P.，X~ ~r ~ 
Gnmi X~ + G.ln皿iX~=ムーLX，u + -_1.:-1. x ~ Y岨 "'''-1 1 Y

nmi 

であるから，直上の結果と併せて
八八

q
阻 xf+九四xg=。

であるしたがって，

^ ^ ^ Ynmi =ClnmiPl+~皿iP2 

が得られる
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A 

さて，次に為すべき作業は，当該2財価格の変化率である，Pj，j=I，2を求めることである.

]].2，供給サイドの分析
A 

Pj，j=I，2を求めるために，先ず，供給主体側の活動分析をすることとする当該経済は完

全競争経済であり，そこでの生産活動は2企業(j= 1，2)によって為され， 2種類の財が生産さ

れ，それ等2財のみが当該経済に存在する生産物であるものとする.ここで，添字の付け方か

らして，第1企業は第l財を，第2企業は第2財を生産するとととしている.

当該企業の生産関数を

Qj =AK;N;α，j=I，2，0く且くl

とするここで，Qj，j = 1，2は第j企業における産出量を，Nj，j=I，2は第j食業において投

下される労働量を，Kj，j=I，2は第1企業において投下される実物資本量を表記する Aは技

術水準を示す正の実数である定数とし，当該2企業において共通であるものとする

さて， 2種類の投入要素量を同時に入倍(λは正の実数)すると，

A((λKj)"(λN;l'~") =入肘{14}AkfNケ=入Qj，j= 1，2，0 <日豆l

が成立するから，当該の生産関数は1次同次関数である.さて，当該の2生産関数を l次同次

関数と想定する理由は次のようである.現代経済の供給側面の中核を担う基幹産業の殆どが

大規模装置産業であることから，規模に関する収穫一定性が現代経済の供給側面の特徴とす

ることカヨできる

そとで，入品ljNj，j=I，2とすると，

るれさ古一吉

rj

書

A

と

」一

-

N

3

r

k」
N
J
W
2

、寸，

=ι』

4

E
J
-
v
j
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r
=
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}

川
J

4

1

ι

 

Q

一NJ
ぷ

糊

る

の
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上

シ」

さて，Qj=Ak;Nj，j=I，2，0く日く1の両辺の対数をとると

logQj =logA+logkj +logNj 

で，これを全微分して整理する;

づL叫=土日kf-1dk，+土白k，a lヱLdN，AdN，
OJ 
J K73J  K72N32N3J  

=土白kα 'dk， 土日k，"~'k，土dN，+土dN，
k; 

J Nj Nj 

zか川



24 九州共立大学経済学部紀要

こ乙で.0:，1 臼の意味するところは，次のようである
d，r 

先ず，第3企業の利潤Iろは.Jlj =弓Qj-RKj・WNjと定義されるが，ここで，当該企業に
とって操作可能な唯一の変数は，完全競争状態と短期分析の想定下ではN

j
である.したがって，

利潤最大化の為の必要条件は，

dQ， .... dQ， W 
Rー==W.i.e..ーユ=
BNJ'JNJ 弓

であるつまり，労働の限界生産力=実質賃金率の水準で労働投入量が決定される

そこで，労働の要素分配率()Nは，

WN， WN， dQ，N 
'N=ー:.:..L= ~:.2 =ーム >~j = (l-a)AN.aJ(α云
IjQj 号Qj dNj Qj Qj 

=(1 a)AN1yt=1一日

となる

同様にして資本の要素分担率らは，。K=臼となる

一方• Qj=Ak;NjをNjについて偏微分すると，

コ」Adl云LN十 Akf=Au可吋均)+A可=-Aak;+Ak;
dNj N; 

= (1一日)Akf

で，先の結果 dQ，jdN，=Wj弓と併せて，

(1日)Ak~= W， 
Ij 

である.この両辺の対数をとり，全微分する.

1og(l.臼)+logA十logk;=logW -loglう
から

1 ___> 1 
一一白k~-'d丸=‘-=-dW--=-dP. 
kfJ J W 21J 

すなわち，

dPj dW
ん

dkJ
一一一一日ー
弓 W 鳥

さて，供給の価格弾力性は，

庁 T弓dQj
H 一 一-
Qj d弓

と定義されるが，この定義式は，
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dQj 

σ=豆笠L=三監
Q; dP; dξ/ 

/P 

と変形され，先の計算結果を代入することで

dQ" / ~. dkj ，f1 ~.\ dN 
'4jl. a ';' +(1白)

σ 1うdQj= /Qj = 鳥 Nj

Q; dPi d弓/ dW ん dkj
-P3V  UE7 

と書き直される.

11.3.需要サイドの分析

典型的個人 i(=1，2，…，N)の効用関数をコブ=ダグラス型効用関数と想定し，
<kf 

ui =X/X，'-s，Oくβく1，i= 1，2，…，N 

25 

と定義する.このとき，当該個人は，予算制約条件 1;X1+弓X，豆Y'の下でその効用関数値
を最大化すると想定される。乙こで，Y'は第i(=1，2，.・，N)個人の所得を表記する.そのとき，
ラグランジュ関数を措定し，ラグランジュの未定係数法を援用することで当該個人の需要関

数が求まる.すなわち，第1財に対する需要関数は

x! =sY' -
1; 

で，市場全体での第I財に対する需要関数は

X14x;=tELEtys=ELxl(P1，Y) 
~ ti'~ ~t1 P.阿

である.

同様にして第2財に対する需要関数は

x; = (l-s)Y' 
ゐ p，

で，市場全体での第2財に対する需要関数は

である.

L=tx;=tEz皇二，
s)IXi = (l-~)Y ， X，(んY)

戸 i i:1~ ~tt ~ 

第1財の需要関数は，p!>Yについて0次同次であるから，オイラーの定理から

丹x，~ dX 
一一上p.+一~Y=O
0汽‘ dY

が成り立つ同様にして第2財の需要関数についても

dXo ~ dX何
一一土p，十一=Y=O
dp' θY 

が成り立つ.次に各種価格弾力性を用いてこの結果を書き直す.
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需要の価格弾力性は，

ηd，f一五壬玉 η 竺_P， 8X: 
H 弔問吋2 王町

として，需要の所得弾力性は，

dd" Y 8X， "'f Y 8X令
可，y - 玉~8Y ，11，y三五?E7

と定義される，但し，乙乙で，第1財，第2財はともに劣等財ではないと想定している.

乙乙で，当該の需要関数の形からして，需要の交差弾力性は

da P. 8X， d，f P.月Yー， =一:...LニニLzOJ1232 -Lーーよz
X，8p' X， 81'; 

ということになっている.そこで，

月Y 月;(.__ .8x' P. 8X. Y 
ー」11 十一~:~ Y = (ー~~j +ー」 )XE=-711A十可'lyX1= 0， i.e.， 81'; . 8Y '81'; X

j 
8Y X

j
' • 

一η'11+η'IY= 0， 
8X， _ 8X， _. ，8X， p， 8X， Y 
一':..'P， +ー':~ Y =(ー~ー土十一':~-7:-)X， = -Tf"X， + TflYX， = O，i.e.， 
8P， ". 8Y '8p' X，θY X

2 
f ，~~ ~ '11 

η'" +η'2Y =0. 

という結果が得られる

1I .4.市場均衡分析

第j(=1，2)財に関する需給均衡条件は

Qj =Xjl 

8Qj W 

8Nj 弓'
Xj = Xj(弓，Y)，

Y=RK+WN 

である.

この均衡状態が維持されるものとし，1';あるいは弓とYとの間の変化率の関係を求める
そこで，先ず，第1財の需要関数X，= X，(1';，Y)について対数微分を施すと，

1 dX， _ 1 8X， d1'; ， 1 8Xj dY 
-一一一一十一一-
Xjdt X，8汽 dt 匂 X

j
8Y dt 

一号 8X，1 d汽 .!::. 8X， .!.. dY 
Xj 81';汽 dt ~ X

j 
8Y Y dt 

が得られるから

八八八

Xj=ー可111';十Tf，yY 
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;; x.:: p. ~^. y 
となることで，x.~一人p'~::l..Y~ーとおいている.

h 阿 X，且仰t汽 P"'Y

さて，均衡状態においては，Q， ~X， が成り立っているから，両辺を時間 t について対数微

分する.すると，

皇=亙=よEEEE=立dX，工旦=白血土互主
Q， x， XJ dF; dt XJ dF; F; dt QJ dF;弓dt

であるから，先の表記法を用いて
八八

XJ~ σJ F; 

ハ八八

となるーすると，X， ~ -1711 F;十可'IYYから
八
Y

て，
A
Vド

Y

1

2

 

h

巾

η

:

ご

戸

八

日

間

八

hr

、

，

，

つ

ム

、

じ

江

つ

第

江

4

+

.

て

+

'
M

る
し
一
目

。
、
れ
に
ひ

ら

様
得

同

A
M
 

八八

が得られる上の2つの結果から F;，P'を求める.そのために上記当該2式を
制作八八

(二fl.L十二L)P，~y 
η'Y 可IY

と

(互主+(I， )ム=す
η2Y 可'Y

と変形し，クラーメルの公式を適用するために上記2式を行列表示する.

[ザJ
17一一目伺 庁」乙で， Ll ~ ( .:!!L +..:.L )(' 122 +..::L);t 0であると看倣して，

仰tη'Y 可JY 可2Y η'"

〈

Y 0 

-一
八

Rh

す笠lL十丘I1722 +丘
17，Y 17，y I 17，yムLt
Ll Ll 
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m 庁八

~+とL Y 
'71Y '11Y 

一-
八円

O 

A 

ハ'111↓ σ1
1 十一-
Y/ '11Y '11斗.
A 

]].5 
八八八

先の結果である Y皿 =C，__，Pl十c，__，P2に上の結果を代入するすると，
'"'"' 叩聞

('122 +竺L) ('111 +三L)ι

九=(<;=iム fL+CM1ム fL)す
八

=(<;剛一一二一一+C2nmi一一
ι
ー )Y

1立十三L 12L+ヱム
ηlY 可ll' 可'2}T η2Y

八

三(<;，miてーニーァ+ら醐 7 ーっ一)Y
立旦'-+ヱL 'tnこ十二2ー

可lYηlYη2Yη2Y
八

=(仏q回皿2一 '1旦l.L一 +C2n~問m
?η7J口y+σ伺1η仇2Y十σ2

ここで， 0くσ1'0く'11Yであるから Oくη'1，)('11Y十円)く1で，。くl1nmiくlであるから，

O くι.~工ーく 1
…ιηlY十円

である同様にして，

O く c.~_._，~ーく1
一山可2Y十σ2

したがって

0< <;moiて一 τ一十c，皿てアー与ァ
~十三L '122十二L

ηlYηlYη2Yη2Y 
よって，

A 可t一一 1l1Y ""l~ Y nmi = (l1 nmi 一二位ー+C2nmi~ー)Y
一山 ηlY十円 一山可2Y+σ2 

から
伺 竹 八 八

O く(<;醐ー 'I1Yー十 ~nmi 一二12Y ー)く 1 特 Ynmì く Y ，
可ll'+σ '12Y十σ2

倒的^^ 
C1 nmi ー~ー十c2凹1 ー」江ー)=1特 Ynmi =Y， 
可ll'十σ '12Y十σ2

例府〈八

C;nmiーユl.Lー十円四一 'I2Yー)>1特 Y=i>Y
η11' +σlη21'十σ2
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という場合分けをすることができる

II .6.分析結果の解釈

この結果が合意するところを解釈する.そこで，当該社会の構成員で，生産活動に従事

しているN人の個人をその稼得所得額順に並べるものとする.その結果，

y(1) :>: y(2)豆・・・豆y(k):>:・ :>:y(N) 

29 

となったとする.乙こで，上付き括弧内番号は稼得所得額順序を表しているいま， Y(k)2X皿

(iベN)
であるとする.さて.y=ず y(i)であるから，

(i)={1) 

^ ^住^ 八八(I+Y)Y =(1+ y)芝 y(i)= (1 + y)y(l) +十(1+ y)y(k)…+(1十y)y(N)
(i)-"，(I) 

で. y(均三Y
nmiであることから，

八 八

(I+Y剛)1';師i= (1+ Y"mi)Y仰.
八 八

すると，世間1くすならば.(I+Y凹 )y(k)く(1十Y)Y別であるから必要最低所得額以下の

所得額しか稼得し得ない個人数が減少することになる

A 八 八 八

Y四 =Yならば.(1ートY"m;)y(k) = (1 + Y)Y(的であるから必要最低所得額以下の所得額し
か稼得し得ない個人数は現行のままである.

〈 八八 八

Y四 >Yならば.(I+Y凹 )Y向 >(I+y)y仰であるから必要最低所得額以下の所得額し

か稼得し得ない個人数が増加することになる.

弱い意味の単調性と非飽和性の想定の下では，いづれのケースにおいても「羨望J状況は存

在し，とりわけ第3のケースにおいては「羨望Jの程度が増幅することとなる
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